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評価方法・評価結果の扱いについて 

（第二部会） 

 

 

１ 評価の対象 

平成 30 年度に終了した事項立て研究課題の事後評価 

 

２ 評価の目的 

  「国の研究開発評価に関する大綱的指針」、「国土交通省研究開発評価指針」に基

づき、外部の専門家による客観性と正当性を確保した研究評価を行い、評価結果を今

後の研究の目的、計画等へ反映することを目的とする。 

 

３ 評価の視点 

必要性、効率性、有効性の観点を踏まえ、「研究の実施方法と体制の妥当性」「目

標の達成度」について事後評価を行う。 

【必要性】科学的・技術的意義、社会的・経済的意義、目的の妥当性等 

【効率性】計画・実施体制の妥当性等 

【有効性】目標の達成度、新しい知の創出への貢献、社会・経済への貢献、 

人材の育成等 

 

評価にあたっては、研究開発課題の目的や内容に応じ、研究課題毎に初期、中期、

後期のステージに振り分け、それぞれの段階に応じて、以下の重視すべき点を踏まえ

た評価を行う。 

   （初期：革新性、中期：実効性や実現可能性、後期：普及・発展に向けた取組） 

 

４ 進行方法 

（１）評価対象課題に参画等している委員の確認 

評価対象課題に参画等している委員がいる場合、対象の委員は当該研究課

題の評価には参加できない。（該当なし） 

 

（２）研究課題の説明（２０分） 

 

（３）研究課題についての評価（２５分） 

    ① 主査及び各委員により研究課題について議論を行う。 

② 審議内容、評価用紙等をもとに、主査が総括を行う。 

 

５ 評価結果のとりまとめ及び公表 

評価結果は審議内容、評価用紙等をもとに、後日、主査名で評価結果としてとりま

とめ、議事録とともに公表する。 

なお、議事録における発言者名については個人名を記載せず、「主査」、「委員」、

「事務局」、「国総研」等として表記する。 

 

 

６ 評価結果の国土技術政策総合研究所研究評価委員会への報告 

本日の評価結果について、今年度開催される国土技術政策総合研究所研究評価委員

会に分科会から報告を行う。 
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National Institute for Land and Infrastructure Management, MLIT, JAPAN 

木造住宅の簡易な性能評価法の開発

事後評価

関係研究部

研究期間

研究費総額

技術研究開発の段階

： 建築研究部

： 平成２８年度～平成３０年度

： 約４１百万円

： 中期段階

資料３－１

１．研究開発の背景・課題

2

H27 事前評価時

◯住宅性能表示制度(H13) (*参考1) ：住宅の性能を構造（耐震等級）、火災、
劣化等の10の分野で評価（住宅の品質確保の促進等に関する法律・品確法）

◯性能表示制度施行前：設計通りに適正に建設されたか分からない（欠陥住
宅）、欠陥住宅と判明しても損害賠償の裁判が建築主の負担になる等の問題

◯国としても、良質な住宅の普及のため住宅性能表示制度の普及を推進。

例）性能評価された住宅：紛争処理機関が利用可能、住宅ローンの優遇等

◯性能表示制度の利用率は特に在来木造で低い

背景

新築住宅の住宅性能表⽰制度の利⽤状況

木造戸建：
性能表示対象の約4割

利用率10.7%
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１．研究開発の背景・課題

3

H27 事前評価時

◯性能表示制度の対象の多数を占める在来木造での普及率は11%程度に
とどまっている。→ 特に中小工務店で普及していない

◯戸建て住宅の生産は、特に地方において中小工務店が多数のシェア。

→地方の中小工務店において制度の普及が必要

◯性能表示の耐震等級には、構造計算に近い検討が必要（部材断面の計算、
接合部の検定など ） →中小工務店にとってはハードル

課題

⼾建住宅施⼯者の年間施⼯⼾数住宅支援機構アンケート調査
より作成

26%

29%

32%

13%

1〜9⼾
10〜99⼾
100〜999⼾
1000⼾以上

12%

20%

42%

26%

三⼤都市圏
（⾸都圏、東海圏、近畿圏）

三⼤都市圏以外

⽊造⼾建住宅の年間施⼯⼾数と評価の普及率

評価機関の評価を受けた

⾃⼰評価
評価を受けていない

年間施工戸数
100戸未満の中
小工務店に普
及していない

年間施工戸数100未満の
中小工務店は地方に多い

２．研究開発の目的・目標

4

H27 事前評価時

◯住宅性能表示制度の普及には、木造戸建住宅の多
数のシェアを占める中小工務店への普及が必要

◯中小工務店が、図面等から簡易な操作で構造性能
評価を行うことができる手法の開発が必要

◯中小工務店が、一般の建築主向けに木造住宅の耐
震性能を簡単に説明できるプレゼンツールが必要

→耐震等級の取得・構造品質の向上につながる

目的：木造住宅の性能評価を容易に行うことができる支援手法を整備し、

木造住宅の性能表示の推進等に資する研究開発を行う。

●目標1：①中小工務店が利用可能な簡易な構造性能評価手法を開発する

②中小工務店が一般の建築主向けに木造住宅の耐震性能を簡単に

説明できるプレゼンツール：「見える化ツール」を開発する

●目標2：中小工務店と連携し、簡易な構造性能評価手法を実物件で検証

必要性

目的・目標

三次元構造解析モデル

図面等から構
造解析モデル
を作成

住宅性能表示に活用
リフォーム設計に活用

[ Mi ], [ Ki ]

[ Ei ], [ Ki ]
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３．研究開発の概要

5

H27 事前評価時

45  48  52  55  58  62 
76  79  81  84  84 
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(1998)
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(2000)

13

(01)

14

(02)

15

(03)

16

(04)

17

(05)

18

(06)

19

(07)

20

(08) （年）

プレカット材を利用して
いない木造軸組工法住宅

プレカット材を利用した
木造軸組工法住宅

（％）

平成22年度林業白書より

木材加工情報
プレカットCAD 三次元構造解析モデル

容易に
変換可能！

現在、木材加工工場で
死蔵されている

住宅性能表示に活用
リフォーム設計に活用

[ Mi ], 
[ Ki ]

[ Ei ], 
[ Ki ]

研究開発の概要

※プレカット：事前に工場で木材を加工（継手・仕口）しておくこと
CAD/CAMを用いた全自動機械加工が主流。

◯新築木造軸組構法住宅の85%以上がプレカット材※を
利用。加工の際のCADデータには性能評価に活用でき
る材料・部材等の情報が含まれるが活用されていない

目標１：木造住宅の簡易な構造性能評価手法の開発
・CADデータから中小工務店が利用可能な簡易な構造性

能評価手法を開発する
・CADデータから一般建築主に木造住宅の構造性能を

説明できるプレゼンツール（見える化ツール）の開発
目標２：木造住宅の構造性能評価手法の検証
・中小工務店と連携し、提案する評価手法を実物件で

検証→評価法の精度、実用性の検証、評価法の改良

現状 プレカットCAD情報の構造性能評価手法への活用

４．研究のスケジュール

6

区分（目標、テーマ、分野等）

実施年度 総研究費

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 研究費
配分

（研究費［百万円］） 13.9 13.9 12.9 総額40.7

①
木造住宅の簡易な構造性能評価手
法の開発

約9
［百万円］

②
木造住宅の構造性能評価手法の検
証

約31
［百万円］

CADソフトと
の連携

評価ツール試作

実物件における検証
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特定非営利活動
法人シーデクセ

マ評議会

５．研究の実施体制

7

〇木造住宅のプレカット/意匠ＣＡＤ、構造計算ソフトの共通フォーマットを管理してい
る団体（特定非営利活動法人シーデクセマ評議会）と連携する事で、国内ほぼ全てのプレ
カットCADとのデータ連携が可能となり、構造性能評価手法の開発を効率的に行えた。
〇中小工務店と連携し構造性能評価手法を実物件で検証する事で実用性を効率的に検証*
〇構造性能評価手法の開発は建築研究部が行ったため、時間・費用の点で効率的に開発を

行えた。

効率性

プレカットCAD・意
匠CAD・構造計算ソ

フトメーカー

国総研 建築研究部

（研究の総括）

東京大学等

（研究の連携）

本省 住宅局住宅生産課

（方針の確認、成果活用）

本省 住宅局建築指導課

（成果活用）

(独)建築研究所

（研究の連携）

CADベンダー

ハウスメーカー

検討委員会

（研究の実施）

プレカット業者

中小工務店

（情報交換）

地方公共団体

（成果活用）

＊外部評価委員会（事前）における指摘事項1に対する対応

8

wallstatによるシミュレーション

○wallstatは、木造軸組構法住宅を対象と

する数値解析ソフトウェア。

○パソコン上で数値解析モデルを作成し、振
動台実験のように地震動を与えた場合の挙
動をシミュレーションすることで、変形の
大きさや倒壊の有無を視覚的に確認するこ
とができる。

※京都大学生存圏研究所、国土交通省国土技術政策
総合研究所、国立研究開発法人建築研究所、東京
大学大学院での開発者の研究成果を元に製作。

対象の木造住宅
パソコン上での
三次元モデル化

解析モデルに
地震動を加える

計算結果をアニメーションで表示

６.研究成果：目標１：木造住宅の簡易な構造性能評価手法の開発

・木造住宅地震応答解析ソフトwallstat（「簡易計算ツール」と呼ぶ）を

改良し、住宅性能評価における耐震に関する検討機能（耐震等級）を実装

Wallstatとは？
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６.研究成果：目標１ 木造住宅の簡易な構造性能評価手法の開発

9

・wallstatを改良し、木造住宅用CADとの連携機能を実装。日本国内の

ほぼ全てのプレカットCADとデータ連携が可能（20社以上）

⇒中小工務店が、CADデータを用いて簡易な構造性能評価手法を簡単に

利用することが可能になった（目標1①）

⇒中小工務店が、CADデータから簡易な構造性能評価手法を用いて一般建築

主向けに、耐震等級の違いを簡単に説明できるようになった（目標1②）

⇒性能評価のメリットの「見える化」が実現

http://www.cedxm.com/

設計事務所
・工務店

プレカット
メーカー

従来のCADの用いられ方

確認
申請図* 設計図**

プレカット
加工図

確認申請後にプレカット
加工図作成依頼

プレカットCAD意匠CAD

施
主
施
主

確認
申請

施
工

データ
連携無

*検査機関確認用
の図面

**施工に必要な情報
が入った図面http://www.cedxm.com/

設計事務所
・工務店

プレカット
メーカー

確認
申請図*設計図**

プレカット
加工図

施
主

確認
申請

施
工

共通CAD
フォーマット

CADデータの共通化・構造性能評価手法への活用

簡易性能評価手法
（Wallstat）

耐震等級チェック＋「見える化」

６．研究成果：目標２：木造住宅の構造性能評価手法の検証

10

• 構造性能評価手法の精度検証のための木造軸組躯体実大振動実験実施

（H28,29）

構造性能評価手法の精度検証のための木造軸組躯体振動実験の例

• 中小工務店等と連携し、実物件250棟以上を用いて構造性能評価手法の

実用性について検証（H28～H30）
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６．研究成果：目標に加えて達成した成果

11

①接合金物メーカー2社、耐力壁用面材メーカー2社、制震装置

メーカー2社と協力して簡易な構造性能評価手法に利用可能な

データベースを整備

②日本ツーバイフォー建築協会と協力して、ツーバイフォー工法

用の簡易な構造性能評価手法を開発

③プレカット以外の接合部（伝統構法の継手・仕口等）も利用できる

ように簡易な構造性能評価手法を拡張

④簡易な構造性能評価手法に既存木造住宅の耐震診断への拡張機能を

追加（国総研資料として公表予定）

*①～③：外部評価委員会（事前）における指摘事項（2～4）に対する

対応

７．成果の普及等

12

・簡易な構造性能評価手法をWEB上での公開し誰でもダウンロード可能に

（H28～現在）

・簡易な構造性能評価手法の普及のためのマニュアル、パンフレット作成

（H29）

・簡易な構造性能評価手法普及のためのシンポジウム開催

（全国6か所：広島,名古屋,大宮,仙台,大阪,博多）

・実務者向け使い方講習会実施（2日間×2回）（H28～H30）

普及に向けた取り組み

シンポジウムの様子
パンフレット
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７．成果の普及等

13
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※一般社団法人住宅性能評価・表示協会
「評価実績集計システム」より作成

住宅性能評価書交付実績
（木造在来一戸建）

wallstatダウンロード数

CADデータ形式
に対応した

バージョン公開

＜講習会に参加したユーザーの声の例＞

〇市民の方が家の図面を持ってきて、数十分でシミュレーションできれば、

一般でも分かりやすく耐震の普及が進むのではと思います。

〇大変良くわかる説明でした。「見える化」とても重要だと思います。

７．成果の普及等

14

研究成果の活用

● 住宅性能評価の大地震時の検
討に簡易な構造性能評価手法が
活用されている

（採用企業38社）

● 中小工務店が一般の建築主向け
に木造住宅の耐震性能を説明す
る際に、簡易な構造性能評価手
法（見える化ツール）が活用さ
れている（右写真）

発表論文等

1)辻川誠、中川貴文：「建築士向け木造住宅の耐震補強演習(その2）」, 日本建築学会建築教育研究
論文集No.18, pp.29-34 （2018.11）

2)大川碧、瀧野敦夫、清水 秀丸、中川貴文：「木造軸組の初期傾斜が土塗り壁のせん断耐力と建物
耐力に及ぼす影響」日本建築学会構造系論文集, 第82巻, 第735号, p.675-682（2017.5）

3)角有司、中川貴文：「品質工学とスパコンを利用した木造建築耐震設計のロバスト性評価」木質
構造研究会技術発表会技術報告集, pp.48-51（2018.12）

4)角有司、中川貴文：「多様な地震波に対するロバストな木造建築の耐震設計手法の研究」
第2回品質工学研究発表大会論文集, No.37（2019.6）

※一般の建築主向けに簡易な構造性能評価手法
を用いて耐震性能を説明している様子
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８．事前評価時の指摘事項と対応

15

事前評価時の指摘事項 対応

1 研究の実施にあたっては、中小工務店
の団体やその実態に詳しい専門家、研
究者等の意見もよく聴いて、消費者や
工務店等のニーズ及びメリットを理解
した上で、研究を進められたい。

中小工務店の団体（住環境価値向上事業
協同組合、広島工務店協会、熊本工務店
ネットワーク）と専門家（芝浦工大 藤
澤教授：元JBN）と意見交換を行い、
消費者・工務店のニーズとメリットの把
握を行った。（P.７参照）

2 接合部等の構造性能に関する実験と
データベース化が必要と思われる。

接合金物メーカー2社、耐力壁用面材
メーカー2社、制震装置メーカー2社と
協力して計算ツール用のデータベースの
整備を行った。（P.１１参照）

3 公正さの観点から、ツーバイフォー工
法も対象とされたい。

日本ツーバイフォー建築協会と協力して、
ツーバイフォー工法用の計算ツールの開
発を行った。（P.１１参照）

4 プレカット以外の接合部についても、
手続きを踏めばソフトを使えるよう検
討していただきたい。

プレカット以外の接合部（伝統構法の継
手・仕口等）もソフトで設定できるよう
に拡張を行った。（P.１１参照）

９．まとめ

16

有効性

＜目標の達成度＞
◎：目標を達成することに加え、目標以外の成果も出すことができた。 ○：目標を達成できた。
△：あまり目標を達成できなかった。 ×：ほとんど目標を達成できなかった。

研究開発の
目的

研究開発の目標 研究成果
研究成果の活用方法

（施策への反映・効果等）
目標の
達成度

備
考

木造住宅の
性能評価を
容易に行う
事ができる
支援手法の

整備

1.木造住宅の簡易な構造性
能評価手法の開発

〇中小工務店が利用可能
な簡易な構造性能評価
手法を開発する

〇中小工務店が一般の建
築主向けに木造住宅の
耐震性能を簡単に説明
できるプレゼンツール

「見える化ツール」を開発

〇簡易計算ツール改良。性能評
価の耐震の検討機能と木造住
宅用CADとの連携機能実装

→簡易な構造性能評価手法開発
・性能評価メリット見える化

〇既存木造住宅の耐震診断、
枠組壁工法、伝統構法等への
評価手法の適用範囲拡大

〇計算ツール用DB整備(金物、
耐力壁、制振部材)

〇簡易計算ツールを用いて
住宅性能評価の大地震時の
検討に活用されている。

◎

2.簡易な構造性能評価手法
の検証

〇中小工務店と連携し、
簡易評価法の妥当性を
実物件で検証

〇木造軸組の振動実験実施、構
造性能評価手法の精度を検証

〇中小工務店と連携し、実物件
による簡易な構造性能評価手
法の実用性を検証

〇簡易計算ツールを用いて中
小工務店が一般の建築主向
けに木造住宅の耐震性能を
説明するツールとして活用
されている

〇

効率性 ⇒P.7を参照

〇木造住宅の図面等を活用した簡易な構造性能評価手法を開発し、さらに既存木造住宅の耐震診断、
枠組壁工法、伝統構法に対して適用範囲を拡大し、性能評価手法用のデータベースを整備した。

〇簡易計算ツールを用いて、住宅性能評価の大地震時の検討を行い、さらにその効果を「見える化」
することによって、中小工務店が一般の建築主に対し、木造住宅の耐震性能を容易に説明できるよ
うになった。以上の点より、本研究の有効性は高いといえる。
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【参考1】住宅性能表示制度について

17

http://www.hyoukakyoukai.or.jp/lp/

〇10分野*のものさしで

住宅の性能が分かる

国に登録された第三者評価機関
により、設計時と施工・完了段
階時の現場検査が行われる。

住宅を買う時や建てる時に、
住まいの性能を相互に比較
したり、希望の性能を設計
者・施行者に伝える事が出
来、望み通りの性能の住宅
を手に入れることができる。

〇国に登録された第三者機

関の評価を受けられる

設計段階の評価

〇紛争処理機関を利用可能

〇住宅ローンの優遇

*H27.4改正で4項⽬に
変更(構造・劣化・維持

管理・温熱)
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National Institute for Land and Infrastructure Management, MLIT, JAPAN 

建築設備の自動制御技術による
エネルギー削減効果の評価法の開発

事後評価

関係研究部

研究期間

研究費総額

技術研究開発の段階

： 住宅研究部長

： 平成２８年度～平成３０年度

： 約３８百万円

： 中期段階

資料 ３－２

１．研究開発の背景

2

• 民生部門の省エネルギー化は喫緊の課題。

• 温室効果ガス排出量を「2030年度までに
2013年度比約40％減」

• 建築物省エネ法の制定（平成27年7月）

• 省エネ基準適合義務化（平成29年4月〜）

• 建築確認申請（設計の評価）と連動。

• 国総研では、エネルギー消費性能の評価法を
開発（建築研究所と連携）。

• 基準適合性判定ツール（Webプログラム）
を整備して公開（1800人／日 が利用）。

• 省エネ性能表示制度（BELS等）にも使用。

• 行政ツールとして高い信頼性・透明性が必要。

• 性能の実態を調査して評価法に反映。

背景

H27 事前評価時

図 国総研・建研監修解説書と
適合性判定ツール（Webプログラム）
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（参考）Webプログラム（エネルギー消費性能計算プログラム）の概要

3

• 建築確認申請前に、省エネ基準への適合性を判定するためのプログラム。

標準的な気象データ（8区分）

標準室使用条件（201種類）

機器の特性、制御の導入効果 等

設計一次エネルギー消費量
基準一次エネルギー消費量

申請様式（PDF）

設計図書より
外皮、空調、換気、
照明、給湯、昇降機、
エネルギー利用効率化
設備の仕様を抽出し、
Excel ファイルに入力

入力シート（Excel）
計21シート

Webプログラム

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

00 03 06 09 12 15 18 21 00

照
明
消
費
電
力
密
度
[W

/㎡
]

Aビル

Bビル(7F)

Cビル(4F)

Cビル(5F)

Dビル(3F)

平日

国総研・建研による
実態調査、実大実験

計算条件等の設定

アップロード ダウンロード

２．研究開発の課題・目的・目標

4

• 建築設備の自動制御技術は近年進展が目覚ましく、今後の省エネ化に重要な役割を果たす。

• より省エネ効果の高い制御方式が社会的に認知され、その開発や導入が促進されるためにも、
これらの実態性能を明らかにし、その省エネ効果を判りやすく周知する必要がある。

• 現状では適切な評価ができない自動制御技術につ
いて、実態性能を検証し、評価方法を整備。

• 先進的で高度な自動制御技術について、当該技術
の性能を個別に評定する方法を提案。

必要性

目的・目標

H27 事前評価時

図 自動制御技術の例
（空調用ポンプの変流量制御）

• 近年、自動制御技術の進展が目覚ましい。

• 空調・照明設備の IoT化、AI による連携。

• 安価になったセンサーを網羅的に取り付け
て、統合的に制御をする方式の登場。

• 現状の省エネ基準では、省エネ効果の根拠が明確
である基礎的な制御方式しか評価ができない。

課題
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３．研究開発の概要

5

H27 事前評価時

② 一般的な自動制御技術の評価法
の構築

③ 高度な自動制御技術の評価法の
構築

• 現状では評価ができないが、省エネ効果の
一般化が可能であると判断した技術を対象。

• 実測調査やシミュレーションによる解析を
実施。実態性能を検証して、評価法を構築。

• 省エネ効果の根拠の一般化が困難な技術を
対象として、その性能を評定し、基準の評
価に活用できる制度を提案。

• 各技術の評定方法を定めたガイドラインを
作成。

分類適合性判定のための
設計図書の書き方、
審査方法

• 建築物の設計図書を調査し、自動制御技術の分類を作成。
現状の基準では評価が出来ない自動制御技術を整理。

• 建築確認申請時点の設計図書に、どの程度の仕様を記すことが慣例で
あるかを調査（仕様が詳細に決まっていないケースが多いと想定）

① 自動制御技術の分類及び定義の作成

• 適合性判定ツール（Webプログラム）
に評価法を反映

• 図面の審査方法等の解説も整備

• 登録省エネ評価機関による『任意評定制度』
として運用

• ラベリング制度(BELS等)での活用を想定
行政への活用

本研究の主たる対象：
・空調設備
・照明設備

建築物省エネ法では
他に次の4つも対象：
・換気設備
・給湯設備
・昇降機
・エネルギー利用
効率化設備

区分（目標、テーマ、分野等）
実施年度 研究費総額

Ｈ2８ Ｈ2９ Ｈ３０ 研究費配分

（研究費［百万円］） 13百万 13百万 12百万 総額38百万

① 自動制御技術の分類及び定義の作成
約6

［百万円］

② 一般的な自動制御技術の評価法の構築
約20

［百万円］

③ 高度な自動制御技術の評価法の構築
約12

［百万円］

４．研究のスケジュール

6

• 建築設備設計者や計装工事業者と密に連携し、今後の開発動向も含め、自動制御技術に関す
る最新情報を効率良く収集。

• 学会等における既往の知見を最大限活用し、省エネ基準の評価法を効率良く構築。

効率性

ヒアリング調査等の実施

各方式の定義の作成

実測調査等の実施

評定制度の検討

各技術の評定方法の作成

評価方法の整備

各制御方式の特性の解明
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５．研究の実施体制

7

国総研 住宅研究部

（基準原案の作成）

省エネ基準検討委員会
事務局:日本サステナブル建築協会

研究成果①②③

本省 住宅局

（基準への反映）

自立循環住宅プロジェクト
事務局:建築省エネルギー機構

研究成果③

建築研究所

研究成果②③

基準化に対する妥当性等の検討依頼

実験
協力

研究成果に対するヒアリング調査

(一社)住宅性能
評価・表示協会

研究成果③

方針 基準原案

任意評定
制度の運用

制度運用
に係る助言

• 建築設備設計者や計装工事業者と密に連携し、今後の開発動向も含め、自動制御技術に関す
る最新情報を効率良く収集。

• 学会等における既往の知見を最大限活用し、省エネ基準の評価法を効率良く構築。

効率性

６．研究成果：①自動制御技術の分類及び定義の作成

8

• 実建築物の設計図書を調査（事務所6件、ホテル2件、病院2件、学校3件、物販店舗1件）

– 建築設備設計者や自動制御ベンダーに対してヒアリング調査も実施。

• 自動制御技術の分類と定義を作成。

– 現状ではJIS等の製品規格がない（技術の定義がない）。

– 必ずしも省エネに寄与する訳ではない。省エネ目的の制御を見抜く方法の提案。

– 図面調査等を通して、方式毎に省エネへの寄与度と有すべき機能を整理。

設計図書の例（制御の詳細は主として文章で記載）

情報を抽出し
分類と定義を

作成

〇 二次ポンプの変流量制御（4つの方式）

方式 何をセンシング
するか

何を制御するか 省エ
ネ性

A ポンプ
吐出圧力

ヘッダー間バイ
パス弁の開度

×

B ポンプ
吐出圧力

ポンプ回転数 + 
ヘッダー間バイ
パス弁の開度

△

C 負荷流量 ヘッダー間差圧
の設定値 + ポン
プ回転数

〇

D 末端空調機の
圧力差

ヘッダー間差圧
の設定値 + ポン
プ回転数

◎
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６．研究成果：①自動制御技術の分類及び定義の作成

9

• 調査結果に基づき、設計図書の記載例を作成し、審査者を支援するための情報を提供。

– 省エネ基準の評価対象となる自動制御技術であるか否かをどのように判断するか。

– 本省による「建築物省エネ法フォローアップ説明会」の資料として配付。

建築物省エネ法フォローアップ説明会の様子
（3年間で431回、約5万人が受講） 設計図書の記載例（自動制御ブラインドの要件の確認方法）

確認すべきポイントを例示

屋外照度計

ポイント①： 屋外照度、日射量、輝度のいずれ
かを計測する機器を有すること。

ポイント②: スラットの角度に係わる
制御信号をブラインド本体に付随する
電動機に送る機能を有していること。

ポイント③ : ブラインドのスラット
(羽根)の角度を10 度以下のステッ
プ、または 18ステップ以上で調整
する機能を有すること。

ブラインスラット回転
１ステップあたり 8度
（ブラインド角度ステッ
プ数 20）

６．研究成果：②一般的な自動制御技術の評価法の構築

10

• 本研究で検討を行った自動制御技術

– 【照明設備】明るさ検知（昼光利用）制御

– 【空調設備】ポンプ変流量制御、送風機変風量制御、排熱利用制御

• 同じカテゴリの自動制御技術であっても・・・・

– 様々な「動作方式」があり、方式によって省エネ効果が異なる。

– 建築物の形状や開口部の仕様等によって、省エネ効果が異なる。

• 省エネ効果の差別化を目指す。

現 状

目 標

空調設備：ポンプ変流量制御照明設備：明るさ検知制御

・無（消費電力は一定）
・有（消費電力は負荷率に比例）

・ 無（消費電力は一定）
・ 吐出圧一定方式（負荷率に比例）
・ 末端圧一定方式（負荷率の2乗に比例）

・・・

・無（エネルギー消費係数 1.00）
・有（エネルギー消費係数 0.90）

・ 無（エネルギー消費係数 1.00）
・ 開口率15%以上 （係数 0.85）

＋ 自動制御ブラインド（係数 0.78）
・ 開口率20%以上（係数 0.80）

・・・

実測やシミュレーションによる分析

ー 108 ー



６．研究成果：②一般的な自動制御技術の評価法の構築

11

【成果の例】照明設備の明るさ検知制御

• 天井等に設置されたセンサーで室内の明るさを検知

– 室内が一定の明るさになるように照明器具の出力
を制御し、照明エネルギーを削減

• シミュレーション（Radiance) による解析

– エネルギー削減効果は開口率（床面積あたりの窓
面積）と自動制御ブランドの有無で説明可能。

•６段階の省エネルギー効果を規定。

• 省エネ基準検討委員会の承認を受け、平成29年10月
にWebプログラムに反映。

選択肢 適用条件 削減率

調光方式
W15

開口率15%以上 0.85

調光方式
W15BL

開口率15%以上
自動制御ブラインド有

0.78

調光方式
W20

開口率20%以上 0.80

調光方式
W20BL

開口率20%以上
自動制御ブラインド有

0.70

調光方式
W25

開口率25%以上 0.75

調光方式
W25BL

開口率25%以上
自動制御ブラインド有

0.63

(※ 従来は一律の削減率 0.90)
シミュレーションの結果（開口率とエネルギー消費量削減率の関係）

開発した評価法

６．研究成果：②一般的な自動制御技術の評価法の構築

12

【成果の例】空調設備のポンプ変流量制御

• 配管内の圧力を一定または可変で流量を調整する
制御によりポンプの消費電力を削減

• 計23件の実建物で処理熱量、消費電力等を計測

– 制御方式により、処理熱量と消費電力の関係性
（エネルギー消費特性）が異なる。

• 「制御なし」「吐出圧一定方式」「吐出圧可変方式」
に分類し、それぞれの特性を作成。

– ３段階の省エネルギー効果を規定。

実測結果（吐出圧一定方式）
※ ポンプ出口の圧力が

設定圧力（固定値）になるように
ポンプ回転数を制御

0
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開発した評価法
（ポンプ変流量制御のエネルギー消費特性）

実測結果（吐出圧可変方式）
※ ポンプ出口の圧力を最遠空調機の配管差
圧を元に決定し、ポンプ出口の圧力がこの
設定圧力になるようにポンプ回転数を制御

ー 109 ー



６．研究成果：③高度な自動制御技術の評価法の構築

13

• 民間：高度な自動制御技術の開発 → これらは省エネ効果の根拠の一般化が難しい。

• 国総研：評定において遵守すべき技術的ルールを記したガイドラインを作成

– これまでの省エネ基準評価法に関わる実証的研究で得たノウハウを反映。

•気象条件や建物使用条件等の前提条件の考え方

•評定対象技術の定義、適用範囲の考え方

•実態性能把握のための実測調査の具体的方法、留意点

•シミュレーションを行う上での留意点（ツールの選択、補正等）

(1) 省エネ効果が、その個別
の建物の使われ方に依存する
自動制御技術

例：照明設備の人感センサー
等による在室検知制御

(2) 仕様が複雑で確認申請図
書に詳細な仕様を記すことが
難しい自動制御技術

例：空調設備の搬送系機器
(ファン・ポンプ)の最適制御

(3) 未利用エネルギー（下水
熱、温泉熱等）を活用する自
動制御技術

例：下水熱や温泉熱等を利用
した空調・給湯システム

国土交通本省：民間評価機関を活用した評定制度（任意評定制度）を開始

産官学が連携して、民間による高度な技術開発の成果を拾い上げる制度

６．研究成果：③高度な自動制御技術の評価法の構築

14

• 任意評定ガイドライン案の作成

(1) 照明設備の人感セン
サー等による在室検知
制御

• 室の使われ方（日平均
有効不在時間率）の合
理的な設定方法 等

(2) 空調設備の搬送系機器
（ファン及びポンプ）の
最適制御

• シミュレーターの検証
方法、使用する気象
データや想定する負荷
等の設定方法 等

(3) 井水や下水熱等を利用
したヒートポンプ空調機の
熱源水温度制御

• 日々変動し不確定要素
のある井水や温泉水等
の温度の決定方法（実
測、推定） 等

標準室使用条件に基づき、
設計者が任意に設定できる要因

と適用条件を考慮して、
室の使われ方を

合理的に推定する方法を規定

実測結果で精度検証を行った時刻
別シミュレーションを利用して、
省エネ効果を算出する方法を規定

熱源水温度の決定方法を規定
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７．成果の普及等（研究成果の施策への反映）

15

• 研究成果①：自動制御技術の分類及び定義の作成

• 国交省による規制である省エネ基準への適合性判定や完了検査の指針等に
反映済（国交省主催の講習会で周知）。

• 研究成果②：一般的な自動制御技術の評価法の構築

• 照明の明るさ検知制御（H29.10）、空調の排熱利用制御（H30.4）

• 国総研が開発している省エネ基準Webプログラムへ反映済
（マニュアルも整備し公開済）。

• ポンプ変流量制御、送風機変風量制御

• 国総研が評価法案を作成。基準検討委員会にて業界調整し承認予定。

• 研究成果③：高度な自動制御技術の評価法の構築

• 住宅性能評価表示協会による任意評定制度のためのガイドライン案（4技術）
を国総研が作成。

• 今後、住宅性能評価表示協会、評価機関で議論し承認予定。

• 自動制御技術の効果を明らかにし、さらに最先端技術の開発意欲を高める
評価体系を整えた。

• 今後、AIを活用した最先端制御や空調・照明の統合制御等の開発に期待。

７．成果の普及等（関連技術の性能試験法の提案）

16

• 国総研資料 No.1081：空調・換気設備の自動制御システムを対象としたエネル
ギー消費性能試験法に関する検討（2019年9月刊行）

– 実建物における性能試験法を整理（9技術を対象）

• 国総研資料の「第6章 二次ポンプ変流量制御」は国際規格化（ISO 19455-1,
2019年11月発行予定）

• 各制御方式の定義（研究成果① 自動制御技術の分類及び定義の作成）

• 性能試験の具体的な方法（研究成果③ 高度な自動制御技術の評価法の
構築）

• 性能試験の具体的な事例（研究成果② 一般的な自動制御技術の評価法
の構築 で得た実データ）

今後策定される「任意
評定ガイドライン」に
おいて共通で引用され
ることを期待。
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７．成果の普及等（発表論文等一覧）

17

査読論文：
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• 宮田征門：空調制御システムの機能性能試験マニュアルの作成、建築環境省エネルギー機構 機関誌IBEC、
Vol40-1、No230、pp.24-28、2019

講師派遣：

• 宮田征門：一般財団法人建築環境・省エネルギー機構 主催 建築物省エネ法に関する算定ロジックと計算事例解説,
2018.11.16 （東京）, 2018.12.19 （東京）、2019.７.31（東京）

• 宮田征門：第31回公衆衛生情報研究協議会研究会 主催 適合義務化された建築物省エネルギー基準の現状と今後の
展開, 2018.1.25

講習会（マニュアル等配付）：

• 国土交通省：建築物省エネ法フォローアップ説明会（H28〜H30）、全都道府県で計431回、延べ５万人が受講

８．事前評価時の指摘事項と対応

18

事前評価時の指摘事項 対応

• 研究と並行して、優れた制御技術を公開する
ことも考慮して頂きたい。

• 先進的な計画への適用から入っていくこと自
体は正しい戦略だと思うが、省エネルギー全
体を考えると、将来は一般のビルで活用され
ることが必要である。それに対する展開を考
えて研究開発を進めて頂きたい。

• 自動制御技術の分類と効果を示し、設計
図書の例と共に取り纏め、本省の講習会
資料として配付して情報周知を行った。

• 現在活発に研究開発が進んでいる分野なので、
特に「一般的な制御方式の評価方法」につい
ては、3年間の研究後にも定期的に見直しを
行い、増やしていく必要があると思われる。

• 省エネ基準検討委員会と密に連携して研
究を行った。この委員会は今後も継続し
て活動がなされるため、評価対象となる
技術の拡張を定期的に行う体制が整った。

• 「特殊な制御方式の評価方法」については、
あまり複雑にし過ぎない範囲で、先進的な制
御方式の開発・使用を促進するよう配慮して
進められたい。

• 任意評定ガイドライン策定においては、
非専門家である評価機関とも密に調整を
行い、複雑になりすぎないように留意し
て検討を行った。

• 新しい建物だけでなく、ストックの有効活用
のため既存建築物にも活用できるよう留意し
て進められたい。

• 研究成果③の性能試験法は、既存建築物
の省エネ実態把握・改修提案の際にも役
立つことを想定して作成した。
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９．まとめ
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• 民間の技術開発の成果が省エネ基準の評価に反映されるようになれば、より高度で省エネ効果の高い
自動制御技術の開発・導入を促進することができる。

• 自動制御技術が広く認知され普及すれば、現状と比べて20%程度の省エネルギー化が達成可能。

有効性

• 建築設備設計者や計装工事業者と密に連携し、今後の開発動向も含め、自動制御技術に関する最新
情報を効率良く収集。

• 学会等における既往の知見を最大限活用し、省エネ基準の評価法を効率良く構築。

効率性

＜目標の達成度＞ ◎：目標を達成することに加え、目標以外の成果も出すことができた。 ○：目標を達成できた。
△：あまり目標を達成できなかった。 ×：ほとんど目標を達成できなかった。

研究開発の

目的

研究開発の

目標
研究成果 研究成果の活用方法（施策への反映・効果等）

目標の

達成度
備考

自動制御技術の分類及び定

義の作成

実建築物の設計図書を調査し、自動制御技

術の分類と定義を作成した。

省エネ基準の適合性判定や完了検査の指針

等に反映。本省主催の講習会で配付し周

知。
◎

一般的な自動制御技術の評

価法の構築

実測調査やシミュレーションによる解析を

実施。実態性能を検証して、評価法を構築

した。

省エネ基準の適合性判定プログラム（Webプ

ログラム）へ反映。プログラムのマニュア

ルも公開。
○

省エネ効果の根拠の一般化が困難な技術を

対象として、その性能を評定し、基準の評

価に活用できる制度を提案した。

省エネ基準の任意評定制度として住宅性能

評価・表示協会を事務局に、平成29年7月よ

り運用開始。

各技術の具体的な評定方法を定めたガイド

ラインを４種類作成した。

今後、任意評定のガイドライン案として公

開予定。

現場における性能試験法については国際規

格化。

自動制御技術

の実態性能を

検証し、省エ

ネ基準におけ

る評価方法を

整備

高度な自動制御技術の評価

法の構築

◎

参考資料：任意評定制度

20

• 登録省エネ評価機関を活用した評定制度（任意評定制度）を提案

– 省エネ効果の一般化が困難な技術について、登録省エネ評価機関が性能を個別評定

•主に、省エネ性能表示制度（BELS等、補助金等と連動）における利用を想定。

– 国交省住宅局、国総研・建研で協議。

•平成29年3月15日付けの技術的助言（国住建環第215号、国住指第4190号）

•平成29年7月より運用開始（事務局：住宅性能評価・表示協会）

①ガイド
ラインの

作成

②評定の
実施 産官学の連携を促し、

我が国の省エネ技術力の向上を図る

提案事業者
(技術の開発者)

登録省エネ
評価機関

住宅性能評価
表示協会

国交省
国総研・建研

申請 各技術について評定方法を定めた
ガイドラインを作成 ガイドライン原案

作成に関する
技術的な支援、

成案の確認ガイドラインの
承認・公表

技術の評定を実施
（有識者3人からなる委員会）

評定結果
(省エネ適判や

BELSの申請に利用)

ガイドラインが未制定の場合

ガイドラインが
制定済の場合
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評価対象課題に対する事前意見 

 

研 究 名 木造住宅の簡易な性能評価法の開発 

 

欠席の委員からのご意見 

 

○ 中小工務店との連携を図り、研究を実施することができており、必要性、効率性、有効性

のすべてにおいて、十分に達成できたと評価する。 

今後の普及状況についても報告頂きたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

第 4 回（第二部会） 

資料 4 
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評価対象課題に対する事前意見 

 

研 究 名 
建築設備の自動制御技術によるエネルギー削減効果の 

評価法の開発 

 

欠席の委員からのご意見 

 

○ 効率性、有効性について、十分に目標を達成できたものと評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

第 4 回（第二部会） 

資料 4 
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